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研究成果の概要（和文）：研究成果の概要（和文）：気候変動問題やサイバーセキュリティーなどのグローバ
ル・イシューの解決策の探求という課題に対して、現状分析から得られる論理的に妥当な理念型解決策を想定す
る（forecasting）と、達成すべき望ましい将来目標を設定し、それを達成するために必要な現在の政策を決定
する（backcasting）方法の両方の要素を取り入れられる、将来予見型ガバナンス（anticipatory governance）
という概念に基づく研究が進んだことである。この成果は、今後の同概念を活用した研究の発展的展開につなが
る。

研究成果の概要（英文）：Regarding the research about how to find the solutions for global issues 
such as climate change and cyber security, the study has advanced in the direction to utilize the 
concept of anticipatory governance. This concept can integrate the elements of forecasting, which 
assumes valid logical solutions based on the analysis of current problems, and those of backcasting,
 which posits future desirable goals and works backward to determine what kinds of present measures 
are required. This research outcome can lead to the development of future research with further 
application of the concept of anticipatory governance.

研究分野： 国際関係論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
将来予見型ガバナンス概念が導入された科学社会論の問題領域から地球工学と気候変動問題をテーマにした研
究、将来予見型ガバナンス概念の応用の観点からサイバースペースのガバナンスに関する研究、EUとリベラルな
国際秩序の変容と行く末に関する研究、中国の台頭におけるアジアの国際秩序に関する研究、日本を事例として
エネルギー転換のガバナンスに関する研究など、AG概念を適応した研究は学術的に意義あるものとなった。さら
に、新型コロナウイルス感染拡大への対処方法として、最悪の事態を想定した準備の重要性と社会において守る
べきものに関する専門家と市民社会との間の了解など、AG概念研究の社会的意義がより確認できた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
現代の人類社会は、数多くの地球規模の問題（グローバル・イシュー）に直面している。例え

ば、気候変動、HIV/AIDS やエボラ出血熱などの感染症、食糧や人口問題、破綻国家における人
権侵害、拡大する貧富の格差、移民・難民問題、世界各地でのテロの脅威、そしてサイバー攻撃
など。こうしたグローバル・イシューに対して、グローバル・ガバナンスが要請されている。主
権国家からなる国際社会には世界政府は存在しないが、国際的に合意された原則・規範・規則そ
して意思決定手続きのセット（条約や議定書など）からなる国家中心の国際レジームや非階層型
の政策調整や非政府アクターの公共政策の立案や実施によって、グローバル・イシューに対処し
ている。しかし、現在、新興経済国の台頭、欧米諸国にもおよぶポピュリズムの勃興、市場経済
のグローバル化と世界的な貧富の格差拡大、戦後構築されたリベラルな国際秩序が揺らいでい
る。こうした現状にありながら、国際社会はどのようにグローバル・イシューの解決を目指すこ
とができるのか。こうした根本的な疑問が本研究を始める動機となった。 
 
 
 
２．研究の目的 
現在の国際連合や様々な国際機関を中心としたガバナンス体制は未完 (Weiss & Thakur, 

2010) あるいは行き詰まり状態 (Hale et al. 2013) にある。政治・経済あるいは社会問題のあら
ゆる分野で多極化傾向が増大し、制度的惰性すなわち現状体制の固定化（例：国連安保理）、解
決の困難な広範囲かつ社会に深く浸透する問題（例：気候変動問題）、断片化（例：二国間ある
いは多国間の自由貿易協定）がグローバル・ガバナンスの行き詰まり状態を招いている。この状
態を打破する手段、方法あるいは制度として、情報通信技術（ICT）の活用、制度的適応（G5 か
ら G7 そして G20 への適応等）、公正な代表、多国籍企業の国際公共財提供への協力、そして
ICT を駆使した草の根の社会運動による下からの圧力が挙げられている(Hale et al. 2013)。こ
の問題意識を共有しつつ、本研究では人権・人間の安全保障・平和構築、気候変動問題と世界の
エネルギー問題、経済のグローバル化とリージョナリズム、サイバーセキュリティとグローバ
ル・ウェブ、EU のグローバル・イシューの取り組みに焦点を絞って、グローバル・イシューの
解決策を探求することを目的とした。 
 
 
 
３．研究の方法 
従来の方法論である現状把握から将来を予想する方法（forecasting）や達成すべき望ましい将

来目標を達成すべき現在の政策を選択していく方法（backcasting）を検討した。しかし、前者
の方法についてはこれまでに多くの問題点が指摘されている。例えば、国際政治理論の主流であ
るリアリズムもリベラリズムも冷戦の終焉を全く予測できなかった。昨今の例としては、英国の
EU 脱退の国民投票の結果や米国のトランプ大統領の誕生も予測できないできごとであった。後
者の方法に関しては、気候変動問題はバックキャースティングの方法との親和性は高いが、他の
諸問題に関しては、さらなる検討が必要であることを確認した。こうした各々のアプローチを検
討していくなかで、将来予見型ガバナンス（anticipatory governance）という概念が、本研究
で扱う諸問題の解決策模索のためのアプローチに共通して採用できるのではないか、というこ
とになった。 
将来予見型ガバナンスは、ナノテクノロジー、遺伝子工学さらには地球工学という新奇かつ大

規模な科学技術の導入に際して、予めそれらの導入による社会的影響を専門家である科学者と
一般市民との間で協議することを通して、あるべき科学と社会の関係性の模索や将来起こりう
るリスクの軽減などを目指す、という自省的かつ批判的な考察を志向するコンセプトである。そ
の中心的な認識の作用や方法は、先見（foresight：シナリオ構築等）、関与あるいは参加
（engagement：科学者と市民との実質的な対話等）、統合（integration：フィードバック等）で
ある(Guston 2014)。本研究は、この将来予見型ガバナンスの概念を科学論や科学社会論の問題
領域を超えて、政治学を含む社会科学一般の問題領域へと応用する試みである。 
近年、予見可能であった深刻な災害が多く発生していて、将来予見型ガバナンスの視座から問

題の発生に関する分析やリスクの軽減に資する対応策などが得られるのではないか、と考えら
れる。例えば、2005 年に発生したハリケーン・カトリーナ、2008 年のリーマンショック、2011
年のアラブの春、そして同年の福島第一原発の事故などがもたらした甚大な損害は、もし予見可
能なシグナルを読み取っていれば、もしあらゆる災害の可能性を予断なく想定していれば、これ
らの災害を防げたあるいは少なくとも損害を軽減できた可能性がある。今や、気候変動の緩和の
ために大規模な地球工学の導入が議論されるようになったばかりか、人工知能の普及と国内お
よび国際労働市場への影響、情報通信技術の更なる進歩とソーシャルメディアの深化と拡大、世
界および各国国内の人口構成の変化による経済社会あるいは政治への影響など、多くの想定外
のことを想定したガバナンスがますます要請されるといえよう。 
以上のことを踏まえ、本研究においては、将来予見型ガバナンス概念が導入された科学社会論の
問題領域から地球工学と気候変動問題をテーマにした研究と、将来予見型ガバナンス概念の応
用の観点からサイバースペースのガバナンスに関する研究、EU とリベラルな国際秩序の変容と



行く末に関する研究、中国の台頭におけるアジアの国際秩序に関する研究、日本を事例としてエ
ネルギー転換のガバナンスに関する研究において、AG概念を適応した研究を行った。 
 
 
 
４．研究成果 
(1)本研究が取り上げたグローバル・イシューの現状把握 
 グローバル・ガバナンスの現状把握としては、「グローバル・ガバナンス論とポスト・ポスト
冷戦時代の国際秩序」論考にまとめられ、国内の学会で報告された。英国の EU離脱後の EU 統合
に関する研究、EU安全保障・防衛協力のガバナンス研究、EUの連帯とリスクガバナンス、EUと
人間の安全保障や EU と日本の協力関係に関する研究成果の一部が、ベルギー自由大学と早稲田
大学が中心になって定期的に行なっている EU-Japan Forum で報告された。また、気候変動問題
の現状理解と日本の外交との関連での研究も進み、EU と日本の安全保障問題を包括的に取り上
げた国際的な研究グループに参加しつつ、気候変動緩和策と関連の深いエネルギー政策に関す
る研究成果として、ドイツの研究者との共著で EU と日本の気候安全保障とエネルギー安全保障
政策を比較した論文として研究成果をまとめた。また、日本の再生可能エネルギー開発をテーマ
としたノルウェー科学技術大学日本セミナーの研究活動に参加し、日本の気候変動政策とエネ
ルギー政策に関する論文として研究成果をまとめた。サイバーセクリティーについての現状把
握は多岐にわたっているが、多くの研究成果をあげた。 
 
(2)将来予見型ガバナンス概念からのグローバル・イシューの解決策の探求   
批判的社会科学論が提唱している将来予見型ガバナンス（anticipatory governance: AG）論に

おける同概念の定義と公共政策分野などでの AG の定義を融合させるという観点に立脚して、本
研究は、現状把握から次の段階であるグローバル・イシューの解決策の探求へと進展した。すな
わち、批判的社会科学論の AG 定義の主要な三つの要素、将来見通し（foresight：シナリオ開
発）、関与あるいは参加（engagement）、統合（integration）と共振する公共政策分野における
AG 概念とを重ね合わせて、本研究課題の分析および解決方法を探った。公共政策分野でも
foresight は批判的社会科学論の定義とほぼ同じ意味で使われ、将来の変化に関する「弱いシグ
ナルを敏感に感知し、多数の起こりうる結果とその影響を視覚化すること」(Fuerth 2009: 16)、
engagement は、「ネットワーク・ガバナンス」という政府内の部署（省庁）横断的な政策決定を
重視する公共政策分野の定義と批判社会学の定義の応用（当該の課題に対する政策立案・実施主
体と市民との間でどれだけ実質的な討議が行われるかということが重要）の両要素を重視し、最
後に、integration は「フィードバックと学習」という視点で捉えられ、政策決定および実施過
程において、政策導入時に期待された政策の効果に関して、政策実施状況の監視と政策調整が可
能なフィードバック・システムがあり、経験からの学習そして政策の革新を行うのに欠かせない
こととして、期待にそぐわなかった結果を評価する必要性が強調される (Fuerth and Faber 
2013: 42)。そして、以上の三要素を満たしたガバナンスは、専門家と一般市民の間での集合的
判断に基づいて、つまり、どのような社会を希求するのかという根本的な問いに対して一定の規
範的判断が行われ、複数の解答が想定される複雑な問題に対して総合的な判断が下されるとす
る。本研究では、気候変動対策としての地球工学などの新規かつ革新的技術の導入に関して、ま
た、EU とリベラルな国際秩序の変容と行く末、世界の難民問題、中国の台頭とアジア諸国の行
動変容、複雑な利害関係や多元的な価値、科学・技術および人々のライフスタイルの変化も関係
して複雑なガバナンスが要請されるエネルギー転換（化石燃料から再生可能エネルギーへの転
換）に関して、上述の主要な AG の全ての要素あるいはそのうちのどれかの要素の観点から、よ
り詳細な研究が行われた。 
世界の難民問題に関して難民高等弁務官事務所における聞き取り調査を通じて、同国際機関が

事後処理的な対応に追われていて、中長期的な視点あるいは危機的状況の軽減の視点からのガ
バナンスが行われておらず、本研究の中心的概念として検討した将来予見型ガバナンスの視点
の必要性が確認された。また、開かれた自由主義の危機という問題認識に基づいて開催された
EU-Japan フォーラムへの参加を通して、民主主義体制の維持、人権問題、安全保障問題、気候
変動問題に関する日欧のグローバル・イシュー解決に向けての協力が国際秩序の安定に不可欠
であることが再認識され、AG の視点から将来の変化を知らせるわずかシグナルを読み取って、
将来の異変に備える対応が求められることも確認できた。さらに、地域の経済秩序に関する研究
では、中国の影響力の増大を脅威と認識するか、チャンスと認識するのかによって、アジア諸国
の対応が異なるという、アジア諸国の連携のバリエーションをダイナミックに捉える議論も提
示された。 
サイバーセキュリティとグローバル・ガバナンスの研究では、事前に全てのサイバー犯罪、サ

イバースパイ行為、サイバー攻撃を予想することはできないが、どのような情報犯罪、スパイ、
攻撃が起こっているのか、それらのターゲットや攻撃方法に関する一定の傾向というものは特
定できるので、AG の文脈において将来に備えるための何らかの情報を確保することは可能であ
る。とりわけ、誰がサイバー攻撃を行っているのかを特定すること、すなわち attribution の問
題がサイバーセキュリティでは非常に重要である。自分のシステムの脆弱性を知り、誰がそれを
狙っているのか、何をどうしようとしているのかを理解することは、サイバーセキュリティ対策



を行う上で不可欠であり、この点に関して、AG アプローチの一要素である様々なシナリオ構築
（foresight）の重要性が確認できた。 
気候変動問題の解決策としての地球工学的手法の導入の是非に関する AG 概念からの分析と気

候変動の緩和と密接に関連するエネルギー転換（脱化石燃料）に関する事例研究も、本研究プロ
ジェクトの研究成果の一部である。前者の研究では、以下の点が指摘された。気候変動の緩和と
いう積極的な意義とともにその副作用として他の環境問題を引き起こす可能性のある、大気の
成層圏にエアゾールを散布して地上への太陽光の照射を遮蔽するという気候工学の導入の是非
を問うことは、新たな技術の導入に関する専門家と市民も参加する包括的なガバナンス（AG）問
題である。適切な AG を実践するためには、学問分野横断的で多様なステークホルダーそして一
般市民の関与による深い知識の統合が将来の地球気候の安定のための責任あるイノベーション
を可能にする前提条件である、という結論が得られた。気候緩和策と密接に関係するエネルギー
転換を AG概念から分析した事例研究では、1970 年代以降の日本のエネルギー政策が研究対象と
なった。日本のエネルギー政策は、70 年代の二度の石油危機対策として、原子力エネルギーと
石炭液化技術開発に偏重した石油代替エネルギー開発がエネルギー対策の根幹に据えられ、省
エネ対策とともに、日本のエネルギー政策の三本柱を形成してきた。こうした政策が高度経済成
長を支える電力安定供給を使命とした 10 電力会社の地方独占体制の構築と相まって、地域分散
型のエネルギー供給を指向する再生可能エネルギーの開発を抑制することになった。そして、福
島第一原発の過酷事故の影響を受けた安全審査の強化の下、54 基の原発がほとんど稼働停止状
態になり、化石燃料による火力発電への依存度を高めて温室効果ガスの排出が増加した結果、気
候変動緩和策が後退した。以上のような日本の状況を生み出した要因を AG の観点から分析し、
特に、多くのステークホルダーの関与を欠く排他的な政策決定過程と、フィードバックと学習
（統合）の欠如に問題があったという分析結果が出た。 
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